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●特集● 

動き出した 200 年住宅構想と 

50 年固定金利型ローン登場 
 
 わが国の住宅を‘ウサギ小屋’と揶揄（やゆ）した外国人がいた。猫の額ほどの土地にマッチ

箱のような住宅を指してのことだが、住宅の寿命 30 年は資源の無駄遣いとして大きな反省期に

きており、住宅ローンの完済と同時に住宅の寿命が尽きるのは如何にも口惜しい。そんな矢先、

去る 11 月 28 日国土交通省提出の「長期優良住宅の普及の促進に関する法律案」が成立し、わ

が国もいよいよ‘200 年住宅’時代に入った。 

そこで今月はこの法律の概要と住宅金融支援機構の「50 年固定金利型ローン」の概要を採り

上げ、200 年住宅の解説を 07 年 9 月に報告された「200 年住宅ビジョン」を参考にして、住宅

ローンアドバイザーのために執筆した。 

 

特定非営利活動法人 金融検定協会理事長 

 土師清次郎 

 

１、長期優良住宅普及促進法が成立 

 去る 11 月 28 日、長期優良住宅の促進に関する法律案が成立し、欧米に遅れていたわが国の

居住用住宅が現行‘30 年住宅’から‘200 年住宅’に大きく前進することとなった。この構想

は、06 年制定の「住生活基本法」を受けて 07 年 6 月に報告された「200 年住宅ビジョン」の骨

子を具体化したもので、政府の緊急経済対策の一環として注目されている。法律の内容につい

て住宅ローンアドバイザーに直接関係のある項目について要約のうえ紹介する。 

（１）法律制定の目的 

 現在の住宅環境は決して良好とはいえないので、第 1 には「良質な住宅が建築されること」、

第２は「長期にわたり良好な状態で使用されること」の２点が国民の住生活の向上に役立ち、

同時に環境への負荷の低減を図る上で重要となっている（第１条）としている。 

 例えば、寿命 30 年の住宅だと建築費用は安いが 30 年に 1 回の解体工事と廃材処理が行なわ

れＣＯ２問題が発生し、リフォームするにしても新築工事にかかるにしても却って費用が割高

となり、国民の経済的見地から勘案すると最初から耐久性 200 年の優良住宅を作った方が賢明

な選択であると考えられている。 

 このため、建築の対象物件は居住用のものとなるが、部分的に居住用でない共用部分も対象

としている（第 2条）。これはわが国の商店や個人事業者の殆どが居住用住宅で事業を行ってい
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る点に配慮したものと言える。 

ところで建築の対象物件では、新築だけではなく増築、改築も対象（第 2 条２）としている

が、現段階では新築のみの対象で増改築は含まれていないから注意が肝要である（国交省住宅

局住宅政策課）としている。 

この法律の目的を果たすため国、地方公共団体は、長期優良住宅の普及促進のため財政上及

び金融上の措置を講じることを明記している（第 3条）。具体的には今後政省令の作成段階で詰

めることになるが、長期優良住宅の建築費用は従前の住宅に比べ 20～30％は高額となることが

考えられるので、資金手当てとして住宅金融支援機構に対して同機構開発の 50 年固定金利型住

宅ローンに対して一部金利補填が検討されている。  

（２）建築・維持保全に関する計画の認定 

 この法律の「建築」とは住宅を新築する場合を指し増築、改築は対象外であることは前述の

通りであるが、「維持保全」についてはこの法律によって新築した住宅の部分または設備につい

て、点検、または調査を行い、または必要に応じて修繕、ならびに改良を行うことを指してい

る。従って、既存の住宅の増改築は対象とならない（前出同課）としている。具体的には次の

3つが挙げられている。 

① 住宅の構造耐力上の主要な部分 

② 住宅の雨水の侵入を防止する部分 

③ 住宅の給水または排水の設備 

についての詳細は政令で定めるので、来年１～2月にならないとはっきりしない(第 2条３)。 

また、この法律の「長期使用構造等」とは、住宅の構造、設備を指しており、具体的には住

宅を長期にわたり良好な状態で使用するために、①、②について住宅部分の構造の腐食、腐朽

および摩損、または①の住宅部分の地震に対する安全性の確保については省令で定める基準に

適合させるとしている（第２条４）。 

一方、長期使用構造には、居住者の加齢による身体の機能低下、居住者の世帯構成の異動等

による住宅の利用状況の変化に対応した構造および設備の変更を容易にするため、省令で以っ

て対応するとしている（第３条 4の③④）。 

 次に、長期優良住宅とは、住宅の構造および設備が長期使用構造等であるもの（第 2 条５）

と定義し、この建築または販売を業として行う者は、長期優良住宅の建築または購入をしよう

とする者、および建築または購入をした者に対し、長期優良住宅の品質または性能に関する情

報およびその維持保全を適切に行うための努力を要請している（第 3条４）。 

 この場合、住宅販売に従事する住宅ローンアドバイザーは、住宅商品を販売するのであるか

ら対象となるが、金融機関に勤務する住宅ローンアドバイザーは直接住宅商品を販売するので

はないが、販売商品に瑕疵があったときの責任について判例を紹介しておきたい。 

判例１ 住宅に瑕疵があっときの住宅ローンとの関係 

 平成 8年 12 月 14 日東京高判、平成 7年 1月 31 日といずれも住宅ローンによる抗弁権の接続

の法理による住宅ローン返済拒否を否定している。その考え方は、そもそも住宅の売買契約と
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融資契約は別個のものであるから……、とされている。従って、金融機関が欠陥住宅の事情を

知っていた、または悪徳業者であることを知っていた（悪意・有過失）場合には、ローンの返

済拒否が認められる場合もある。欠陥住宅の場合には、欠陥住宅の建築者が当該欠陥の修繕を

しない場合や、倒産している場合等に返済拒否等の問題となるのだろうが、ローンで購入した

者は救われるが、自己資金で購入した者は泣き寝入りとなることも考えられる。住宅性能評価

性度や建築確認制度の厳正化、さらには住宅瑕疵担保履行法といった法制度の整備により、欠

陥住宅や悪質業者の問題が整理されることに期待せざるを得ない（弁護士和田好史談）。 

判例２ 欠陥住宅等の販売と住宅ローンの貸金請求 

金融機関が欠陥住宅等（原野等の土地を含む）の消費者に対し住宅ローンの貸金請求ができ

るか、については大阪地裁と名古屋地裁では対立した判決が出ている。但し、学説上は「でき

ないとする」説が有力（銀行管理者法律講座テキスト 2第 1章、提携ローンと抗弁権）。 

① 貸金請求が出来るとするもの 

割賦販売法に定める抗弁権の接続は、消費者保護の観点から新たに設けられたもの（創設的

規定……最高裁の判例、平成 2 年 2 月 20 日)、金融機関と販売業者が法的には別個の法主体

であること（大阪地裁平成２年 10 月 29 日）。 

② 貸金請求が出来ないとするもの 

金融機関が原野商法の違法性を認識しうる状況であったにもかかわらず、提携会社と密接不

可分の関係にあった（名古屋地裁昭和 63 年 7 月 22 日）、提携ローンを構成する売買契約と消費

貸借契約自体が密接不可分の状況にあること（大阪地裁平成 2年 8月 6日）。 

（３）長期優良住宅建築等計画の認定 

 この法律に基づく長期優良住宅を建築し、建築後の住宅の維持保全に関する計画（長期優良

住宅建築等計画）を作成して所管行政庁（市町村長または都道府県知事）に認定を申請する場

合次の 3つが考えられる。 

 第 1 は、注文建築の場合、注文主に代わって建築を請け負った業者が長期優良住宅建築等計

画を作成し申請することになる（第 5条１）。 

 第 2 は、分譲住宅、分譲マンションの場合、既に入居者が決定している時は分譲業者と入居

者が共同して長期優良住宅建築等計画を作成し、分譲業者が申請することになる。なお、マン

ションの場合は入居者に代って管理組合が行うものとされている（第 5条２）。 

 第 3 は、分譲住宅、分譲マンションの場合、入居者が未定の時で募集完了までに相当の期間

がかかると予想される時は、分譲業者が単独で長期優良住宅建築等計画を作成し申請すること

になる（第 5条３）。 

 次に長期優良住宅建築等計画の記載事項については、住宅の位置、住宅の構造・設備、住宅

の規模等において、建築後の住宅の維持保全の期間は 30 年以上にわたり良好な状態で使用する

ため適切であること、資金計画が当該住宅の建築及び維持保全を確実に遂行するため適切であ

ることが明記されている（第 5条４）。 
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（４）既存住宅の流通促進 

 長期優良住宅建築等計画による住宅の建築業者は、売買契約を締結したとき譲受者に「認定

長期優良住宅性能評価書」もしくは写しを交付することにしている（第 16 条）。また、居住に

供したあと定期点検と必要な補修・交換等の促進を図り、その記録（住宅履歴書）の作成を補

修等に係った業者に義務付け、住宅の所有者が認定時の書類、定期点検結果等を保存し既存住

宅の流通促進を図ることにしている。 

（５）長期間使用可能な良質な住宅ストックの形成 

 この法律は以上の通り、現行の 30 年住宅から 200 年住宅に転換することで、住環境を改善し

災害等に強い住宅建築により、解体による資源の無駄使いを回避することによるＣＯ２発生を

減少させ、住宅の点検・補修等の住宅履歴書を保管することで中古住宅の売買を円滑化するこ

とにある。 

 中古住宅市場が活発化すればライフサイクルに合わせて住み替えが容易になり、また、長期

優良住宅の建築と点検・補修の管理徹底により、住宅価格の長期安定化を図ることが可能とな

る。現状の住宅価格は建物の場合、‘築後数年で二束三文’と評価されているが、こうした状況

から脱却し、逆に値上がりするような長期優良住宅の出現が期待されている。 

２、50 年固定金利型ローンの登場 

（１）住宅金融支援機構が「フラット 50」を発売 

 住宅金融支援機構は、長期優良住宅の普及促進法の政省令の固まるのを待って 50 年固定金利

型ローンを発売することにしている。発売時期は 09 年 4 月の予定。同商品のスキームは概要次

の通り。 

① 商品名・期間・金利・限度額 

 商品名は「フラット 50」とし、最長 50 年の全期間固定金利で現行フラット 35 の金利は 2.88％

であるが、これよりも 0.5％～1％は高くなる模様である。融資限度額は、購入物件価額の 6 割

以内に抑え金利変動リスクを回避したいとしている。しかし、金子一義国土交通大臣は低迷す

る不動産市場を下支えするため住宅ローン金利の引き下げ、返済期限の延長等の検討を必要と

しているので金利の設定は難航が予想されている。 

 長期優良住宅の購入価額は一般住宅に比べて 20～30％は高額となるため、高い金利設定では

普及促進につながらない懸念がある。このため政府は、現行フラット 35Ｓに 0.3％の金利補填

を行っているので、フラット 50 に対しては 0.5％程度の金利補填をすることを検討しているよ

うである。 

 また、融資限度額が購入価額の 6 割だと 4 割が自己負担となり、これでは需要が見込めない

ので現行フラット 35 から 3割の併用が検討されている。ただ、この場合、変動金利リスク回避

にならないとする見方もあり成り行きが注目されている。 
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② 利用申込条件・取扱期間 

 長期優良住宅の普及促進法に則り長期間住むことが出来る性能の高い住宅の購入が対象で、

満 80 歳までに返済が完了するか、子供にローンを引き継いで完済することが貸出条件となる。

このためローン申込書には、建築業者の「認定長期優良住宅性能評価書」の写しを添付するこ

とになる。 

 取扱期間は、現行フラット 35 と同様全国の金融機関及びモーゲージバンク等となっており、

住宅メーカー、または住宅販売業者のローン取次は現状と変わりはないようである。 

（２）金利変動リスクの回避がカギ 

 ① 住宅ローン利用者のニーズは固定金利 

 住宅ローン利用者の金利に対するニーズは、変動金利の 13.0％に対して全期間固定金利は

51.5％で圧倒的に変動金利に対する不安が高く、昨今のサブプライム問題が表面化する前の 04

年の調査でも変動金利 7.8％に対し全期間固定金利は 54.3％で、利用者のニーズは変わっては

いない（住宅金融支援機構の 07 年度住宅ローンアンケート調査）。 

 一方、実際の住宅ローンの利用では、変動金利が 28.2％に対して全期間固定金利は 13.6％で

ニーズ調査とは逆転している。これはゼロ金利時代の影響で変動金利が相対的に安いこともあ

って、固定期間選択型が 58.2％もあることから一概には言えないが、多くの利用者はリスクの

小さい固定金利を望んでいるのではないかとみている（国土交通省「07 年度民間住宅ローンの

貸出アンケート調査」）。 

② 50 年固定金利のリスク管理 

 50 年固定金利の開発は、本来住宅ローン利用者が負担しなければならない 50 年間の金利リ

スクを住宅金融支援機構（以下「支援機構」という）が背負うことになるが、実際は民間金融

機関やモーゲージバンクは貸出を行った後その債権を支援機構に売却し、支援機構は銀行、保

険、年金等の機関投資家に証券会社を通して売却するので、最終的には住宅ローンのリスクは

機関投資家が被ることになる。 

 しかし、支援機構に全くのリスクがないわけではない。前身の住宅金融公庫の固定金利貸出

債権の流動化に対しては、資産担保証券として購入した機関投資家に対して、住宅ローン延滞

債権を買い戻し正常債権と差し替えており、この制度を実施した 03 年 11 月から今日までの 4

年間の延滞債権比率は 0.26％で、予想に反して少ないもののリスクは皆無ではないのである。 

 一方、機関投資家のリスクはＰＳＪ（Prepayment Standard Japan）予測統計値にみられる標

準期限前償還の数値である。08 年 6 月 7日に日本証券業協会でまとめた住宅金融支援機構債券

の証券会社 14 社のＰＳＪ予測統計値は 7.65％～11.36％（平均 9.14％）となっている。この数

値は住宅ローン利用者のうち平均 9.14％の利用者が繰上げ返済、死亡による生命保険の代位弁

済、他のローンへの借り換え等の期限前償還が予測されるということである。 

機関投資家にとってのリスクを簡単に説明すれば、住宅ローンの償還は元利均等返済のため

当初は利息部分が大きく元金部分が小さいが、年数を経るに従って元金部分が大きく利息部分

が小さくなる。この投資の期間利益を期限前償還によって喪失することになり、投資元本のリ
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スクはないが‘得べかりし利益の喪失’につながるというわけである。 

③ ＲＭＢＳマーケットの消化 

 50 年固定金利型ローンの貸出債権を資産担保証券（ＲＭＢＳ）にして証券会社が機関投資家

に販売する場合、証券会社と機関投資家との相対売買となっている。機関投資家は保険会社、

年金基金等の資産運用団体が主で運用利回りについては極めて敏感であるため、信用格付けで

はトリプルＡであっても発行条件をシビアにすれば消化不良が心配されるというわけである。 

 従って、ローン金利は低利に抑え、機関投資家には好条件で発行するとなると、支援機構と

しては政府に何らかの支援を期待したいところであるが、この 1 ヶ月が支援機構にとって最大

のヤマ場を迎えることになる。 

 

 

 

 長期優良住宅の普及促進法を理解するためには、07 年 5 月の「200 年住宅ビジョン」（自民党

住宅土地調査会）のレポートが参考になるので以下紹介したい。但し、紙幅の関係で筆者の裁

量で要約したことをお断りしておきたい。 

（１）200 年住宅の基本的考え方 

① ストック型社会への転換の必要性 

 わが国は、国民の価値観やライフスタイルの多様化、少子高齢化等にみられる成熟社会を迎

えている。しかしながら、住居費をはじめとする生涯支出が多いこと等で欧米諸国に比較して

「ゆとり」が少なく、成熟社会に相応しい「豊かさ」が実感できないことが挙げられる。また、

少子高齢化の進展により医療、年金、介護など福祉に対する国民の負担が増大すると共に、地

球温暖化問題・廃棄物問題が深刻化する中で、20 世紀の「つくっては壊す」フロー消費型の社

会が行き詰っていることは明白で、「いいものをつくって、きちんと手入れして、長く大切に使

う」ストック型社会への転換が急務である。 

② ストック重視の住宅政策への転換 

 わが国の社会全体がストック型社会への移行を迫られる中、住宅政策については、06 年 6 月

の住生活基本法の制定により、ストック重視の政策への転換を図る道筋が示された。住宅建設

計画法のもとでの住生活の「質」の向上を目指すストック重視の政策を推進していくことが宣

言されたのである。 

 一方、住宅市場においても、建築技術の進展により住宅のロングライフ化（長寿命化）に関

する技術的な蓄積が図られる中、土地神話の崩壊により住宅の資産価値に目が向けられるよう

になるなど、長寿命住宅の実現・普及へのまたとない好機が到来している。今こそ、このよう

な機会を逃すことなく、成熟社会にふさわしい豊かな住生活を実現するため、超長期にわたっ

て循環利用できる質の高い住宅（200 年住宅）ストックの形成を目指すべきである。 

 現在の建築技術においても、戸建住宅、共同住宅を問わずに、一般的なメンテナンスを前提

として 3世代（75～90 年）の耐久性は実現可能とされている。また、戸建住宅をはじめとして、

解 説 
住宅ローンアドバイザーのための 200 年住宅構想 

解
説 
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適切な点検、維持補修を継続的に行うことにより、これを上回る超長期の耐用年数を実現する

ことも不可能ではない。また、超長期にわたって使用される住宅については、このような堅牢

性とライフスタイルの変化等に対応できる可変性が求められる。 

③ 200 年住宅の実現によるメリット 

わが国における「滅失住宅の平均築後年数」は約 30 年であり、アメリカの約 55 年、イギリ

スの約 77 年と比較して著しく短い。これは、国民が生涯にわたる労働の対価として取得した住

宅が一代（30 年）限りで取り壊され、あるいは、30 年かけて住宅ローンをようやく完済した時

には住宅の資産価値がゼロになっていることを意味する。さらに、住宅を 30 年ごとに建て替え

ることにより、大量の産業廃棄物を発生させている。また、国民生活にとってもっとも重要な

住宅性能である安全性に関しては、例えば、阪神淡路大震災において、犠牲者の約 9 割が住宅

の倒壊等により命を奪われたのみならず、倒壊を免れたとしても住宅の立替や改修に多大な負

担を要する場合が多く見られた。 

しかしながら、耐久性・耐震性に優れた 200 年住宅は、大震災に耐え、その後も数代にわた

って使用可能であるなど、さまざまな災害は頻繁に発生するわが国においても超長期にわたる

安全な暮らしを実現するものである。 

 また、国民が自らの努力によって取得し、適切に管理してきた良質な住宅の資産価値が超長

期にわたって維持されるとともに、市場においてそれに見合った評価を受けられることにより、

成熟社会にふさわしい経済的な「ゆとり」が国民にもたらされる。 

 さらに、住宅を「つくっては壊す」ことに起因する資源の浪費と産業廃棄物の発生を抑制す

ることにより、環境への負荷を最小限にとどめながら、経済社会の持続的な発展を実現するこ

とが可能となる。 

 そして、家族の生活の場である住宅を大切に使いながら次の世代へわが国の住文化を承継し

ていくことにより、世代を超えて循環利用される「社会的資産」として住宅が認識されるよう

になる。また、家族の絆の大切さや地域への愛情が再認識され、国民生活における安らぎや潤

い、さらには世代を超えた社会の連帯性がもたらされる。 

（２）200 年住宅のメリット 

① 住宅の建設・取得・維持管理のための国民負担の軽減 

 200 年住宅を 50 年に 1回建て替えを行う従来型の住宅と比較すると、当初の建設コストは増

加するものの、建て替えコストは不要となり、維持管理コストも軽減される。共同住宅につい

て 200 年間に必要となる費用を試算した場合、住宅の建設・取得・維持管理のための国民負担

を 3 分の 2 程度に縮減することも可能であり、これによって成熟社会にふさわしい「ゆとり」

が国民生活にもたらされる。 

② 産業廃棄物、ＣＯ２の削減 

 わが国のすべての住宅が 200 年間解体・廃棄されずに使用されることになれば住宅関連の産

業廃棄物を年間 1000 万 t（東京ドーム 5個分の容積に相当）削減することが可能となる。また、

建設時の資源消費や、住宅の使用時における省エネルギー性能の向上により、ＣＯ２排出の削
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減にも資する。 

③ 我が国のゆがんだ国富構造の是正 

 我が国の国富は土地に偏っており、住宅資産の割合は１割にも満たない（アメリカでは住宅

資産が約３割を占める）。200 年住宅の実現により、このような我が国のゆがんだ国富構造を是

正することが可能となる。 

④ 200 年住宅ビジョンの全体像 

 200 年住宅は世代を超えて循環利用される「社会的資産」であるため、その実現のため、超

長期にわたる維持管理にも配慮された建設システムの構築を図ることとする。加えて、適切に

維持管理していくためのシステム、既存住宅が市場において適正に評価され、円滑に流通する

ためのシステム、200 年住宅に対応した金融システムなどと有機的に連携させ、200 年住宅にふ

さわしい社会基盤・まちなみの整備も含め、一体となったシステムとして構築する。 

また、システムの構築に当たっては、ストック型社会への転換の必要性、200 年住宅の必要

性に関する国民の意識改革と、これらのシステムに関する担い手の育成・ビジネスモデルの構

築を推進していくこととする。なお、担い手の育成・ビジネスモデルの構築に際しては、地域

におけるホームドクターとしての役割を担う中小・中堅事業者の育成活用にも配慮する。 

（３）200 年住宅の実現・普及に向けた政策提言 

 提言は 12 項目あるが住宅ローンアドバイザーに必要な項目だけを要約して紹介したい。 

＜提言 1＞ 超長期住宅ガイドラインの策定 

200 年住宅は世代を超えて引継がれ、循環利用される「社会的資産」である。その実現のた

めには、住宅は数世代にわたって利用するものであるとの国民各層の共通認識を醸成させると

ともに、物理的耐用性（構造躯体の耐久性等）、社会的耐用性（内装・設備の可変性、既存住宅

流通市場において取引されやすい住戸プラン等）にすぐれた住宅建築物の建築技術について、

更なる技術開発を進めつつ生産システムとして体系化し、建設、維持管理、流通に係るシステ

ムを有機的に連携した一体の社会システムとして再構築すべきである。 

 そこで、国民、住宅関連事業者、国、地方公共団体等が目指すべき 200 年住宅のイメージを

共有するため、その整備・管理・利用に係る基本方針と確保すべき内容等を示す次の『超長期

住宅ガイドライン』を策定することが必要である。 

① 個人的財産・社会的資産としての住宅 

ライフスタイルの変化に対応可能な長期の耐用性を有し、個人的財産として、長期にわたる

価値（価格）を維持する住宅を整備。この住宅は、数世代にわたり様々な人々の間を財産とし

て流通し、循環利用されることにより「社会的資産」を形成。 

② 長期の維持管理を内在化した整備システム 

 建設と維持管理を別々のものとして取り組むのではなく、超長期にわたり、物件だけでなく、

建設・管理の履歴情報がバトンタッチされる整備システムを構築・活用。 

実施。 
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＜提言２＞ 住宅履歴書の整備 

世代を超えて様々な人々が 200 年住宅を循環利用していくためには、新築時の設計図書や施

工内容のみならず、リフォームや点検時の履歴を蓄積し、これらを『住宅履歴書』として整備

すべきである。『住宅履歴書』の整備により、適切なリフォームや点検、交換を行うことが可能

となり、また、安心して既存住宅を取引することが可能となる。さらには、災害や事故の際に

迅速な対応を行うことが可能となる。 

なお、『住宅履歴書』の整備にあたっては、共通のフォーマットによる汎用性の確保が重要で

あり、また、個人情報の保護に配慮した情報管理体制について十分に検討することが必要であ

る。 

○『住宅履歴書』の情報蓄積・活用のイメージ 

 ※履歴情報の蓄積・管理に当たっては、ＩＴ技術の活用を促進 

例：ＩＣタグによる情報の記録・管理 

＜提言３＞ 分譲マンションの適切な維持管理のための新たな管理・権利設定方式の構築 

分譲マンションの維持管理は「建物の区分所有等に関する法律」に基づき管理組合を中心に

行われているが、①賃貸化や居住者の高齢化が進んだマンション、超高層マンション等につい

ては、区分所有者間の合意形成が困難になりつつあること、②これに伴って適切な維持管理が

行われないおそれがあること、等の問題が指摘されている。 

このような問題に対処し、分譲マンションを超長期にわたり良質なストックとして維持管理

してくため、現行の管理組合方式に加え、専門的な知識・経験を有する者が責任をもって適切

な維持管理を行う仕組み（管理者管理方式、信託活用方式等）の構築を目指すべきである。 

○管理者管理方式のイメージ 

 「建物の区分所有等に関する法律」において、マンションの管理者を区分所有者以外の第三

者とすることが可能 

 管理組合に管理者（区分所有者の代理）として選任されたマンション管理士またはマンショ

ン管理業者は、管理者としての権利義務に基づきマンションを管理 

（注）現在のマンション標準管理規約では管理組合理事長を管理者とすることとしている。 

○信託を活用したスキームのイメージ 

 （例）分譲時からマンション１棟をまるごと専門の管理主体に信託し、居住者は居住権つき

信託受益権を保有 

＜提言４＞ リフォーム支援体制の整備、長期修繕計画等の策定、リフォームローンの充実 

200 年住宅の資産価値を維持し、超長期にわたって循環利用していくためには、適時適切な

リフォームや大規模修繕が不可欠である。このため、消費者が安心してリフォームを行えるよ

う、リフォーム支援体制の整備や既存住宅の購入に際してリフォームを実施する場合の融資額

の引上げなどリフォームローンの充実を図るとともに、分譲マンションについて、第三者が長

期修繕計画の作成の支援等を行う仕組みや大規模修繕等を円滑に行う仕組みを構築すべきであ
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る。 

○リフォーム支援体制のイメージ 

（財）住宅リフォーム・紛争処理支援センターインターネットによる情報提供（リフォネット） 

・ リフォーム事業者情報 

「住宅リフォーム事業者倫理憲章」の遵守を約束する事業者情報を提供（現在、約 4200 事

業者が登録） 

・ 工事費の見積もり（概算） 

・ リフォーム相談窓口の案内 

○既存住宅の購入に際してリフォームを実施する場合の融資額の引上げのイメージ 

 通常の既存住宅融資 

  購入時における既存住宅の資産価値（Ａ）に融資率を乗じて融資額を決定  

融資額＝Ａ×融資率 

リフォーム前提の融資 

既存住宅購入後にリフォームする場合に、既存住宅融資の融資額を引上げ（α） 

融資額＝Ａ×融資率＋α 

＜提言５＞ 既存住宅の性能・品質に関する情報提供の充実 

既存住宅の取引に際しては、住宅品質確保促進法に基づく既存住宅性能評価のほか、民間の

検査会社が独自の方法により、消費者や宅地建物取引業者向けに既存住宅の品質・性能に関す

る情報提供を行っているが、その内容や精度は検査会社により異なっている。 

客観性が高いものの利用しにくい面もある既存住宅性能評価を補完するものとして、簡便で

一定の客観性を確保した「既存住宅の評価ガイドライン」を策定するとともに、評価結果等を

活用して買主への情報提供を促進すべきである。 

○既存住宅の評価の充実 

 民間の検査会社、住宅の現状把握と修繕等に関するアドバイス  

・ 様々な民間の検査会社がニーズに応じて、独自の方法で対応 

・ 簡便な手法でメニュー選択も可能 

既存住宅性能評価 

 住宅の性能についての客観的で正確な検査・評価 

・ 統一的な基準に基づいて実施 

・ 評価員講習を修了した建築士が検査 

簡便で一定の客観性を確保した「既存住宅の評価ガイドライン」を策定 

・ ＨＩＰの目録、取引概要書（所有関係権利、登記の有無等）、登記証書と地籍図、省エネ性

能証書、標準的な検査報告等（上下水道など）等 

 （任意だが添付を強く推奨されている書類） 

・ 住宅利用状況確認書、住宅取引内容確認書（取引対象の設備や家具、電化製品等の内容）、

住宅検査報告、その他の保証書、検査証等 
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＜提言７＞ 住替え・二地域居住の支援体制の整備、住替えを支援する住宅ローンの整備 

団塊世代の大量退職の時代を迎え、都市から地方へのＵＪＩターンなど人口の流動性が高ま

ることが予想される中、２００年住宅が取引される既存住宅流通市場全体の活性化を図る上で

は、個人の多様な居住ニーズに対応した住替えや、二地域居住を支援する仕組みが不可欠であ

る。具体的には、 

・ 個人の居住ニーズのマッチングを図り、住替えを円滑化する仕組みの構築 

・ 公益施設や福祉施設へのアクセスなどの生活環境や就労に関する幅広い情報提供 

・ 住宅を売却する際に売主の住宅ローンが買主に承継される債務承継型ローン（アシューマ

ブルローン） 

などを推進すべきである。 

○高齢者の住替え支援制度 

 高齢者の所有する戸建て住宅等を、広い住宅を必要とする子育て世帯等へ賃貸することを円

滑化することにより、高齢者や子育て世帯等のライフステージに応じた住替えを支援。 

移住・住みかえ支援機構（有限責任中間法人） 

広い家の管理が大変。もっと、介護を受けやすい場所に住みたい。 

環境のいい場所にある広い家で子育てしたい。 

〔異常時リスク発生時に対する保証を行うことにより借り上げを円滑化〕 

※賃料の一部は、通常の空家リスクに対する保証等に充当。 

○債務承継型ローン（アシューマブルローン）のイメージ 

・ 自宅を売却する場合に、売主から買主に住宅ローンの債務が承継される。 

・ 金利上昇局面において、従前の低金利をそのまま利用できる点で有利。 

＜提言８＞ 200 年住宅の建設・取得を支援する住宅ローン等の枠組み整備 

 通常の住宅と比較して初期投資コストが高くなる 200 年住宅（スケルトン・インフィル住宅）

の建設・取得の促進には、住宅ローンの返済期間を伸長して毎月返済額の引下げを図る一方、

自ら居住する期間相当分を負担すれば良いこととするなど、住宅取得者の負担を軽減すること

が必要である。このような観点から、例えば次のような枠組みの構築について、モデル事業の

実施などにより実現性を検証・検討すべきである。 

・ 土地及び構造躯体（スケルトン）を対象とする買主に債務が承継される（アシューマブル）

超長期ローンと内装・設備（インフィル）を対象とする中期ローンを組み合わせる仕組み 

・ 期間所有権的な仕組みを活用した公的主体による２００年住宅の整備・供給 

また、長期にわたって資産価値が維持される２００年住宅について、その資産価値の評価・予

測手法の確立等を通じ、担保となる住宅以外に支払の責任が遡及しない非遡及型ローン（ノン

リコース・ローン）が提供される仕組みの構築を目指すべきである。 

○超長期ローンと中期ローンを組み合わせる仕組みのイメージ 

○期間所有権的な仕組みの活用のイメージ 
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＜提言９＞ 200 年住宅の資産価値を活用した新型ローンの開発 

 200 年住宅の資産価値が適正に評価されることを前提とすれば、その資産価値を活用して生

活資金等を融資する仕組みを構築することにより、高齢期における多様な生活設計が可能とな

る。 

・ 高齢者が住宅を担保として生活資金等の融資を受け、死亡時に住宅を処分して一括返済す

るリバース・モーゲージ 

・ 住宅の純資産価値（資産価値－住宅ローン残高）を担保として生活資金等の融資を受け取

る住宅資産活用ローン（ホーム・エクイティ・ローン） 

などが提供される仕組みの構築を目指すべきである。 

○リバース・モーゲージの仕組み 

借入者が所有している住宅を担保として、毎月、生活資金等の融資を受け、借入者の死亡時に

当該住宅を処分して一括返済する。 

○住宅資産活用ローン（ホーム・エクイティ・ローン）の概要 

・ 住宅の純資産価値（資産価値－住宅ローン残高）を超えない範囲の額を融資 

・ 基本となる住宅ローンの完済日を超えない範囲の期間で融資 

・ 使途の制限は特になし 

＜提言 11＞ 200 年住宅の実現・普及に向けた先導的モデル事業の実施 

 200 年住宅は、我が国の経済社会が経験したことのない新たなシステムであるため、更なる

技術開発を進めるとともに、建設、維持管理、流通、金融のそれぞれの局面において先導的な

モデル事業を実施し、住宅取得者や住宅関連事業者などの反応を検証しながら、一般的なシス

テムとして普及を図ることが必要である。具体的には、 

・ 超長期住宅ガイドラインを具体化した住宅の建設プロジェクト 

・ 200 年住宅の取得費用の負担を軽減するための期間所有権的な仕組みの活用 

・ 既存住宅の流通における住宅履歴書と瑕疵担保保証のセット導入 

などのモデル事業を推進すべきである。 

○モデル事業の具体例 

 超長期住宅ガイドラインを具体化したモデルプロジェクト 

○良好なまちなみや環境の維持・形成に資する規制・誘導制度の例 

 ◇地区計画制度 

  きめ細かな土地利用の計画と公共施設の計画を一体的に定める詳細な都市計画制度・建築

物の用途・高さ・壁面位置・敷地面積や意匠形態、樹林保全等の計画を定めることができる。 

 ◇建築協定制度 

  地権者等の全員同意により、建築物に関するきめ細やかなルールを定める協定制度。建築

物の構造・用途・高さ・壁面位置・敷地面積や意匠形態等のルールを協定することができる。 

 ◇敷地規模規制制度 

  都市計画において敷地面積の最低限度を定め、建築確認の基準とすることができる。■ 




